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フランスにおける法人の精神的損害
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１．はじめに
現代の不法行為法においては，多様な被侵害利益が主張され，どこまで
の利益が法的保護に値するのかが問題となる。そこでは，生じたと主張さ
れる損害が，賠償の対象となり得るものであるのかが重要になると考えら
れるが，その多くは精神的損害として分類されるものである。これは非常
に主観的な性質を帯びるものであり，心情的な部分での損害として認識さ
れるので，自然人以外に生じるものではないと考えられるが，かつて，法
人も精神的損害の賠償を請求できるかが争点とされた事件があった。正確
には，これは，法人も慰謝料請求をすることができるか，という形式で争
われたものであるが，周知のように，最高裁昭和３９年１月２８日の判決（民
集１８巻１号１３６頁）は次のように判示して，法人の慰謝料請求を認めてい
る。
「民法上のいわゆる損害とは，一口に云えば，侵害行為がなかったなら
ば惹起しなかったであろう状態（原状）を（a）とし，侵害行為によって
惹起されているところの現実の状態（現状）を（b）とし a－b＝x その x
を金銭で評価したものが損害である。そのうち，数理的に算定できるもの
が，有形の損害すなわち財産上の損害であり，その然らざるものが無形の
損害である。しかしその無形の損害と雖も法律の上では金銭評価の途が全
くとざされているわけのものではない。侵害行為の程度，加害者，被害者
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の年令資産その社会的環境等各般の情況を斟酌して右金銭の評価は可能で
ある。その顕著な事例は判示にいうところの精神上の苦痛を和らげるであ
ろうところの慰藉料支払の場合である。しかし，無形の損害に対する賠償
はその場合以外にないものと考うべきではない。」「法人の名誉権侵害の場
合は金銭評価の可能な無形の損害の発生すること必ずしも絶無ではなく，
そのような損害は加害者をして金銭でもって賠償させるのを社会観念上至
当とすべき…。」
この最高裁の判断は，損害額の算定根拠を示す必要のない慰謝料請求権
を法人にも認めるために，損害を有形の損害と無形の損害に分類して説明
をしたものであり，精神的損害は慰謝料によって賠償される無形の損害の
一つであるが，精神的損害自体を法人に認めるものではなかった。
こうした日本の法状況に対し，フランスでは，一般に精神的損害と訳さ
れる「préjudice moral」１を法人に認める判断が破毀院で出されている。精
神的損害が生じないことを前提とする日本の法状況とは対照的であり，精
神的損害の意義を考察するうえで，非常に興味深い傾向を示しているとい
えよう。この問題については，すでに森泉章博士の研究２があり，当時の
フランスの法状況について詳説されている。しかし，初出から５０年以上経っ
ており，また法人に精神的損害を認める思考形式についても十分に明らか
にされてはいなかった。そこで本稿では，フランスの判例と学説の分析を
通じて，法人に精神的損害を認めるフランスの法状況の解明を試みていく。
法人の精神的損害あるいは慰謝料請求権の問題は，前記昭和３９年判決を
契機として，一時期日本でも議論されたが３，その後はあまり論じられな
くなっている。しかし，非営利法人をめぐる様々な議論４や非財産的損害
の多様化といった，近年の日本の法状況に鑑みると，両者をつなぐ法人の
１ 山口俊夫編『フランス法辞典』（東京大学出版会，２００２年）４４７頁。
２ 森泉章「法人の名誉毀損について」同『団体法の諸問題』（一粒社，１９７１年。初
出１９６６年）。
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精神的損害の問題は現代的意義を有するといえよう。本稿は，フランス法
の研究を通じて，こうした日本の法状況の分析への示唆を得ようとするも
のである。
２．判例
（１）判例の傾向
（ａ）破毀院刑事部―付帯私訴
刑事事件の付帯私訴において，法人の精神的損害に対する賠償が認めら
れた事例としては，１９９６年１１月２７日の破毀院刑事部の二つの事件がある５。
一つは，８人組が医療センターに侵入し，妊娠中絶用の部屋に３時間以上
立ち入り，これらの者に対し妊娠中絶妨害の有罪判決が下された事件であ
る。この事件では医療センターが付帯私訴において，センターの機能障害
と医療センターの使命への侵害を理由に損害賠償として１フランを請求し，
上告審まで争うこととなった（事件）。もう一つも同じく，カメラマン
を同行した８人組が医療センターに侵入し，妊娠中絶を行う出産手術室区
域に長時間立ち入り，同区域の機能を麻痺させた事件であり，これらの者
３ 同判決が出された際に論じられたものとして，長谷部茂吉「法人に慰藉料請求権
があるか」ジュリスト１８５号（１９５９年）４３頁以下，飯島久雄「判研」ジュリスト２１７
号（１９６１年）１９９頁以下，加藤一郎「判評」判例時報３７７号（１９６４年）１３９頁以下，
伊藤進「法人の名誉毀損と民法７１０条の適用」明治大学法制研究紀要９号（１９６５年）
２９頁以下，福地俊雄「判研」法律時報３７巻４号（１９６５年）９８頁以下，植林弘「判評」
民商法雑誌５１巻５号（１９６５年）７４頁以下，森泉・前掲，幾代通「不法行為における
損害の種類」民事研修２００号（１９７３年）３０頁以下がある。この時期以降の研究とし
ては，和田真一「『団体の慰謝料請求権』再考」立命館法学１９９９年４・５号がある。
４ 近時の動向を示す例として，日本私法学会第８１回大会（２０１７年）のシンポジウム
の一つにおいて，「非営利法人に関する法の現状と課題」がテーマとされた。日本
私法学会『私法』８０号（２０１８年）３頁以下。
５ Cass.crim., 27 nov. 1996 : Bull.crim., no431, 2arrêts.
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たちに対しては，住居侵入と妊娠中絶妨害未遂の有罪判決が下された。こ
の事件においては，被害を受けた医療センターに対しての名声及び評判へ
の侵害を理由とする損害賠償が認められたことにつき，上告がなされてい
る（事件）。これら二つの事件で破毀院は次のように述べた。
「…刑事訴訟法典２条及び３条は，行為，起訴の目的から生じる，物的
あるいは精神的損害を直接被った全ての者に対し付帯私訴を認めており，
公法上の法人を除外しない」。
法人に精神的損害が生じることを認めたこの１９９６年の二つの判決以降，
上記の文言は付帯私訴において繰り返される。１９９９年４月７日の破毀院判
決は，犬の放し飼いの罪に問われた者に対し，放し飼いが行われた国立公
園が損害賠償を求めた事件の上告審において，この文言を述べた後，賠償
を認めなかった控訴審判決を破毀した（事件）６。さらに，２００２年６月
１８日の事件でも，公務員が公的な資産を横領した事案において，議会の決
議に基づき市が横領した公務員に対し損害賠償を求めたが，破毀院は，上
記の文言を用いて，物的損害だけでなく精神的損害の賠償も認めた（事
件）７。また，２０００年１０月１０日の事件では，若年の薬物中毒者及びその家
族の社会復帰を目的とする団体の指導員が，その団体の一員である１５歳の
未成年者に性的暴行をしたことに対し，同団体が団体の信用失墜を理由に
付帯私訴として賠償を求めたが，破毀院は，結論としては請求を認めなかっ
た。しかし，犯罪による直接の損害は同団体に生じていないとする控訴院
の理由を支持しただけであり，法人に精神的損害の賠償請求は認められな
い，とする理由ではなかった（事件）８。このような状況から，１９９６年
判決は，判例を形成する原理的判決と位置づけられている９。
６ Cass.crim., 7 avr. 1999 : Bull.crim., no69.
７ Cass.crim., 8 juin. 2002, pourvoi no00―86272 : www.legifrance.gouv.fr.
８ Cass.crim., 10 oct. 2000, pourvoi no99―87.688 : www.legifrance.gouv.fr.
９ V.Wester-Ouisse, Préjudice moral des personnes morales : JCP G 2003,, 145, no4.
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その他にも，１９９７年４月８日の破毀院判決において，法人の精神的損害
が問題とされている。この事件は，ある書店の電話に盗聴が行われ，書店
の経営者とその書店に本部を置く団体が，盗聴を行った警察の長であるパ
リ警察警視総監に対し，付帯私訴を提起したものである。警視総監側は，
とりわけ法人に損害が生じる余地がないことを主張したが，控訴院は，団
体の構成員間の電話が盗聴されたことは，これら構成員にも精神的損害を
生じさせることを指摘した上で，法人の損害も認め，破毀院もこの判断を
支持した（事件）１０。さらに２０００年９月２０日の破毀院判決では，テレビ
番組の違法受信についての刑事事件で，付帯私訴によるテレビ放送会社の
精神的損害に対する賠償請求が認められており（事件）１１，２００２年１月
９日の破毀院判決は，刑事被告人によって意図的に火事で財産が毀損され
た事案において，被害にあった農業団体に対し，精神的損害への賠償請求
を認めた（事件）１２。
（ｂ）破毀院民・商事部
民事部の事例では，１９９６年７月１０日の民事会社の損害賠償請求事件にお
いて，第一審判決が精神的損害の賠償を認めたのに対し，控訴院が賠償を
認めず，破毀院も控訴院の判断を支持したものがある。結論としては賠償
請求を認めなかったが，その理由は手続き的なものであり，精神的損害の
賠償請求それ自体を問題にして否定したわけではなかった（事件）１３。
他方，商事部では，精神的損害の賠償請求を容認する判決が出されてい
る。２００１年４月２５日では，デザインの知的財産権を持つ X社がデザイン
の盗用をした Y社に対し，損害賠償を求めた際，Y社が損害の存在につい
１０ Cass.crim., 8 avr. 1997, pourvoi no96―82.351 : www.legifrance.gouv.fr.
１１ Cass.crim., 20 sept. 2000, pourvoi no99―83.412 : www.legifrance.gouv.fr.
１２ Cass.crim., 9 janv. 2002, no01―82.471 : www.legifrance.gouv.fr.
１３ Cass. 2 civ., 10 juill. 1996 : Bull.civ., no197.
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て争った。破毀院は，デザイン盗用の不正行為によって，単に精神的なも
のであれ，損害の存在が導かれる，と判示した（事件）１４。また，２００１
年７月３日の事件では，皮製ブレスレットの製造会社 Aがかつて取引相
手であった B社訴えたことに対し，B社が反訴として損害賠償を求めた。
控訴院は，A社の経営者が総会において発言した内容について，B社に精
神的損害を生じさせる中傷であるとし，A社に対して B社への損害賠償
を命じ，破毀院もこの判断を支持した（事件）１５。
さらに近年下された破毀院の事例としては，２０１２年５月１５日の：商事部
の事件がある。これは，「ラ・ピッツェリア（La Pizzeria）」という名称の
レストラン会社の株式を全て譲渡した譲渡人が，競業禁止を合意していた
にもかかわらず，譲渡した会社を真似た装飾を用いたり，従業員を引き抜
くなどの不誠実な仕方で譲り受け会社と競業する行為をした事案であるが，
競業行為によって被害を受けた株式の譲受人（会社）は，精神的損害も主張
した。控訴院では経済的損害に対する賠償として６万ユーロが認められた
が，精神的損害の請求は退けられた。これに対し破毀院は，後者の判断を
破毀し，会社に精神的損害が生じることを容認した（事件，２０１２年判決）１６。
（ｃ）下級審
下級審においても，法人に精神的損害や精神的権利を認める判決が出さ
れている。１９８８年のパリ大審裁判所の事件であるが，通信社がある会社に
ついて，多大な負債を指摘し「痛手を負っている」と報道したことがその
会社に対する名誉毀損にあたるとされ，被害者である会社は精神的損害と
営利的損害を被ったと判示された（但し，通信社が訂正を報じたことなど
から，被害は減じられているとした）（事件）１７。また，２００１年のエクサ
１４ Cass.com., 25 avr. 2001, pourvoi no98―19.670.
１５ Cass.com., 3 juill. 2001, pourvoi no98―18.352.
１６ Cass.com., 15 mai 2012, no11−10278, Bull civ. 2012., no101.D.2012.2285.
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ンプロバンス控訴院の判決において，法人は，氏名権や内部的生活（自己
の社会的な存在意義を正当化する公的生活と並行して有するもの）の秘密
の権利など，人格権と同一ではないがそれに類する権利の所持者であり，
競争，営業上の秘密，知的財産権侵害などの分野での特別法によって守ら
れるものではないが，法人の合意が無ければ，法人部外者が侵害してはな
らない私的な空間で，秘密にされた生活を展開しうることから，法人も私
生活の侵害を受け得るとした１８（事件）。
（２）被侵害利益の分類
上記の判例及び裁判例で取り上げられた精神的損害について，ヴェステ
ル‐ウイス（Wester-Ouisse）は，法人の精神的損害に関する論説の中で，
事件を三つに分類して説明している１９。この分類を参考に，以下において
同論説では触れられていない裁判例も含めて，事案を整理してみよう。
（ａ）定款上の活動
法人は定款に自らの活動や目的を記載しているが，その活動あるいは使
命を妨害する行為から生じる損害に，精神的損害が含まれている。上記論
説では，ここに分類される事件として，医療センターへの侵入により同セ
ンターの機能と使命が妨害されたとする事件，国立公園内での犬の放し
飼いが問題となった事件，デザイン盗用の事件が挙げられている。
（ｂ）名誉・名声・私生活
第二の分類は，名誉・名声・私生活への侵害により生じた精神的損害で
１７ Paris, 25 janv. 1988, D.1988.IR.50.
１８ Aix-en-Province, 10 mai 2001, D.2002.somm.2299.
１９ V.Wester-Ouisse, Le préjudice moral des personnes morales. JCP G 2003,, 145. no
6―10.
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ある。これは，自然人の人格権に含まれうる法益への侵害であるが，生じ
た損害の内容としては，日本の判例で言うところの「無形の損害」とも解
しうるものである。上記論説でここに分類されているのは，医療センター
への名声及び評判への侵害を理由にした事件，会社に対する中傷が問題
となった事件であるが，論説で言及されていない下級審の事件と事
件もここに含まれるであろう。なお，法人の名誉毀損については，出版自
由法２９条（Loi de 29 juillet 1881, sur la liberté de la presse）において，人
または団体の名誉あるいは名声への侵害が刑事上，名誉毀損になると規定
されている。
（ｃ）法人の感情
第三の分類は，法人の感情への侵害により生じる精神的損害である。裁
判所は明確に述べてはいないが，法人そのものの感情が問題になっている
としている。上記論説は，盗聴による精神的損害が問題になった事件，
テレビ番組の違法受信を理由とした事件，農業団体が火事による財産喪
失を目の当たりにした事件を挙げている。
（ｄ）その他
最後に，上記論説の分類で言及されなかった事件について検討してみる。
	事件は，公務員の横領が原因であるが，横領された市の評判を低下させ
るものとも言えるが，市の「感情」を害するものともいえよう。
事件は，
団体への直接の損害はないとされたが，評判の失墜が主張されていること
から，名声・名誉への侵害に分類されうるだろう。事件は，手続法上の
問題で請求を否定されたため，分類し難い事案である。競業禁止の合意違
反や従業員の不誠実な引き抜きが問題とされた事件については，後に紹
介する別稿でヴェステル‐ウイスは分析しているので，そこに譲ることと
する。
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３．学説
（１）判例に批判的な見解
上記のように，判例は法人に精神的損害を認め，それに対する賠償請求
を容認したが，こうした判例の傾向については，批判的な見方もある。そ
の代表的な見解として，前出のヴェステル‐ウイスの三つの論説を以下に
示していく。
（ａ）「法人の精神的損害」２０
まず，上述した三分類を提示した上で，そのうちの二つである活動への
侵害と名誉・名声への侵害に由来する精神的損害については，真の精神的
損害ではないとする。これらの損害は，数量化が困難な物的損害であり，
これを精神的損害とする訴えを認めることは，物的な損失を評価すること
を超え，裁判官が過失に応じて変化した金額の支払いを，賠償責任者に課
すことを可能にしてしまう，と指摘した。そして，こうした「偽の精神的
損害」の訴えは，刑罰的様相を賠償に取り入れることを可能にするとした。
では，第三の法人自身の感情への侵害から生じる損害についてはどうか。
これについては，二つの種類に分けて分析している。一つは法人が真に感
じた感情への侵害，すなわち法人の「心理的な苦痛」の場合であり，もう
一つは，法人ではなく法人の構成員が実際には被っていた精神的損害の場
合である。後者の場合に対しては，判例は，法が原則として認めていると
みなされていることを大きく超えている，と指摘する。自然人の利益を法
人が守ろうとすることは，原則として認められず，二つの場合にのみ許さ
れるとした。一つは，法人の構成員の共通の利益を守ることが法人の目的
２０ V.Wester-Ouisse, Le préjudice moral des personnes morales. JCP G 2003,, 145.
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となっている場合であり，クラス・アクションを想起させる。もう一つは，
構成員の利益を超え，利他的な利益を守ることが法人の目的とされている
場合であり，法的資格を持って行われる。しかしここで，賠償される損害
の個人的性格が疑問とされなければならないとする２１。つまり，損害は，
賠償を請求する者自身に生じていなければならない。そこで，もう一つの
法人自身の精神的損害に目を向けることになるが，では法人は自然人と同
様に精神的な苦痛を感じうる存在と言えるのか。
この問題は，法人論と合わせて考えられる。判例は，法人固有の精神的
損害への賠償を認めているが，こうした判例の傾向は，法人を生身の人間
と同視するものと言える。そうした点から，現代のフランスでは法人実在
論の中でも技術的実在説が主張されているが，１９世紀末にドイツで提唱さ
れた有機体説へと向かっているのではないかと指摘する。そしてその評価
については否定的であり，法人自身の感情が侵害されるといことを認める
のは，誤った考えであり，擬人主義的な編流であるとする。確かに，法人
とその代表者を分離することにはメリットがあるが，精神的な側面におい
ても分離し，法人に独自の主観性を認めることは行き過ぎだとし，過度な
シュールレアリスムに向かうべきではないとした２２。
（ｂ）「判例と法人―人の特性から人の権利へ」２３
次に，法人の問題を扱う判例の傾向を考察した論説において，法人の擬
人化を指摘している。判例における法人理論について，当初，擬制説が採
られていたが，その後，厳格な擬制説と「常軌を逸した」有機体説間の均
衡をはかり，技術的実在説を採るに至ったと分析する。しかしながら，近
年，有機体説の押し返しが見られるとし，その実例として，破毀院が法人
２１ V.Wester-Ouisse, op.cit., JCP G 2003, no11―18.
２２ V.Wester-Ouisse, op.cit., JCP G 2003, no19―22.
２３ V.Wester-Ouisse, La jurisprudence et les personnes morales : JCP G 2009,, 121.
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の精神的損害を認めていることを挙げた２４。ヴェステル‐ウイスは，再度
ここでも，民事における刑罰的要素を指摘し，法人に精神的損害を認める
ことは，営利的な過失の惹起者への制裁を可能にすると述べ，法人を自然
人に類するような扱いをして，観念的な「誤魔化し」や「捻じ曲げ」に訴
えるのではなく，首尾一貫した民事サンクションの仕組みを作り上げるほ
うが適しているだろうとした２５。さらに，法人は苦痛だけでなく畏怖の念
も感じうるとしている，と判例が考えていることを取り上げ，強迫による
無効の事案を挙げた。判例も当初は，強迫による畏怖の念を感じるのは自
然人だけであるとしていたが，法人も畏怖を感じるものと扱い，その前提
で強迫の認定を判断していると述べている２６。
その他，法人自身の過失や法人の名誉，さらには後悔の念など，自然人
に類似した主観性を，判例は法人に認めていることにも言及している。そ
して，人権のいくつかが法人にも認められるようになっていることも指摘
した。このような判例の傾向から，法人はもはや，自然人に倣って作られ
た技術的な実在ではなく，自然人に比肩する有機的な実在として扱われて
いる，と分析している２７。
（ｃ）２０１２年判決の評釈２８
これまでの自身の見解を敷衍し，ヴェステル‐ウイスは前記事件を評
釈している。以下，この評釈を要約して紹介する。
この事件で問題となった損害は，非物的損害であり，判決では「商業上
の妨害」や「精神的損害」と性質決定されている。商業上の妨害について
２４ V.Wester-Ouisse, op.cit., JCP G 2009, no1―3.
２５ V.Wester-Ouisse, op.cit., JCP G 2009, no4―5.
２６ V.Wester-Ouisse, op.cit., JCP G 2009, no6―7.
２７ V.Wester-Ouisse, op.cit., JCP G 2009, no13―15.
２８ JCP G 2012.1012, note V. Wester-Ouisse.
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は，賠償の可否の判断の際，商業と産業の自由が考慮されなければならな
い。それゆえ，商業上の妨害行為もこうした自由を逸脱する異常性がなけ
れば，賠償の対象とされないが，この事件では，不正競争によって，他人
の労働から利益を得るようなことは見受けられず，異常なものとはいえな
いとする。
他方，精神的損害については，法人がそうした損害を主張し得るのかが
問われるが，可能性として，法人の構成員が受けた感情への侵害を根拠と
することが考えられる。他者の不正競争等によって，法人の活動に対する
イメージや名声が害されることは，法人の構成員の心情を害することにも
なるからだ。このような意味であれば，法人の擬人化や言葉の間違った使
用という批判もされず，賛同されうるだろう。しかし，この判決ではその
ような説明はなく，納得させるような内容ではないとする。そもそも，法
人が自然人の損害を代弁できるのは，法人の目的が構成員の利益を擁護す
ることにある場合や法的な資格を与えられている場合に限られるので，こ
の事件には当てはまらない。また，法人自身の精神的損害とすることにつ
いては，法人は感情と無縁の法的技術であり，法人によって主張される利
益や意思は，政策的あるいは経営上の戦略に従ったものである。さらに，
相手が合意を守らなかったことに対する不快感についても，生命の危険に
さらされた際の不安感は自然人にのみ認められるのに，不快感の損害は法
人にも認められることに対し疑問を呈した。
そこで，損害が生じていなくても認められる，刑罰的な賠償がここでは
考えられる。法人の精神的損害を認めることにより，営利的な過失の惹起
者を制裁することが可能になるとした。
（２）賛同する見解
ヴェステル‐ウイスが上記のように批判的な主張を展開しているが，学
説の多くは，法人の精神的損害を認める判例を肯定的に評価しているとい
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われる２９。そうした見解を以下で紹介する。
（ａ）コルニュ（Cornu）
まず，法人の能力として，法人には出廷する能力があるとし，この能力
は法人格に内在するものとしている。そして，裁判所で自らの権利を行使
する資格は，人格の本質的で，基本的な属性であるとした。その上で，法
人は法人自身の利益において行動する資格があり，自己の利益を守るため
に裁判を起こすこともできるとする。そこでいう利益には，財産的利益だ
けでなく，非財産的利益も含まれ，自身の非財産的利益を守るために裁判
を起こすことができる。したがって，法人の名誉が毀損された場合には，
法人は非財産的損害の賠償を裁判において求めることができる，と述べて
いる３０。
（ｂ）ヴィネー（Viney）
ジュルダンとカルヴァルが執筆者に加わっているヴィネーの概説書『民
法概論 責任要件〔第４版〕』（２０１３年）３１において，法人の精神的損害へ
の言及がある。同書においては，責任訴権の行使による人格の精神的属性
の保護は，自然人にのみ認められるのではなく，法人にも認められるとし，
法人にも人格権が認められることが記されている。そして，その後に，法
人にも精神的損害が認められることは学説上，賛同されているとした。た
だし，法人は感情を持ちえないので，苦痛や恐怖などの感情損害（préjudice
d’affection）を主張できないとしていることから，人格権などの非財産的
権利の侵害に対応して生じる非財産的損害として，精神的損害を扱ってい
２９ D.2012.2285〔2287〕, note B.Dondero.
３０ G.Cornu, Droit civil : les peronnes, 13eéd.2007.no101.
３１ G.Viney-P.Jourdain-S.Carval, Traité de droit civil : Les conditions de la responsabilité.
4eéd., 2013.
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るように見える３２。
（ｃ）ストッフル‐ムンク（Stoffel-Munck）
法人の精神的損害について，ストッフル‐ムンクは，ヴェステル‐ウイ
スの否定説を紹介した上で，学説ではこうした見解は賛同されておらず，
判例も法人の精神的損害を認めている，ということを指摘する。そして，
現行法上，法人は精神的損害を受けうるということが明確に認められてい
るとしている３３。
その上で，法人の精神的損害の特殊な内容について考察し，法人が受け
るとされる精神的損害は，実質的内容を捉えるのが困難な経済的損害の代
用品ではない，とする。精神的損害と経済的損害は別個独立のものである
とし，そのことを二つの見地から示している。一つは，いくつもの判決が，
商業上の損害と精神的損害を区別して賠償されるように配慮している，と
いうことである。これは，裁判官が両者を自律的なものと考えていること
の証左とする。もう一つは，商業的活動を行わない法人は精神的損害を受
けうるということである。二つの見地は，判例から分析されたものであり，
ここでの問題は，両者の自律性が何に基づいているのか，を明らかにする
ことだとする３４。
この両者の自律性に関して，ストッフル‐ムンクは「財産的」・「非財産
的」という概念の分析からアプローチした。まず，「財産的」なものとは，
「所有・保持」（avoir）の範疇に入るものであり，「非財産的」なものとは，
「存在」（être）の範疇に入るものであるとする。換言すると，非財産的な
ものとは身体的，精神的，社会的な各局面において，人と一体となってい
３２ G.Viney-P.Jourdain-S.Carval, op.cit., no260.
３３ Ph.Stoffel-Munck, Le préjudice moral des personnes morales, in Mélanges P.le
Tourneau, 2008, pp. 960―961.
３４ Ph.Stoffel-Munck, op.cit., préjudice, pp.963―966.
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るものである。したがって，人格権が非財産的なものであり，人格の侵害
が非財産的損害の根源であるのは，損なわれているのが人そのものである
からだ，と説く。このことを法人の場合に当てはめて考えてみると，法人
の経済的損害は，「所有・保持」において失ったものから成り，精神的損
害はその「存在」において侵害されたものから成っている。「存在」に含
まれるのは，独自性を形成するすべての事柄，固有の同一性の性質を帯び
るすべての事柄である。法人にもこれらの事柄は備わっている。そしてこ
れらの「存在」の諸要素が害された場合には，経済的損害の原因にもなる
が，それ自体非財産的損害を構成するものであり，ここに非財産的損害の
独立した賠償が認められることになる，と述べる３５。
さらにストッフル‐ムンクは，２０１２年判決の評釈において次のように述
べている。この判決の意義としては，特に判例上新しいものはなく，これ
までの破毀院判決で認められたことの再確認であるとし，二つの点を挙げ
る。一つは，一定の種類の過失は，必ず損害を生じさせる，という民事責
任の規範的機能である。損害は単に精神的なものである場合もあるが，そ
の際の被害者は法人であることもしばしばであり，この場合の「精神的損
害」の観念は完全に道具として使われているだけなので，不自然なものだ
としている。これに対し第二は，精神的損害は非財産的価値への侵害を反
映しうる，ということを挙げた。このことは被害（dommage）と損害（préju-
dice）を用語上区別することで明瞭になるとし，被害は法的に保護される
利益への侵害であり，損害は侵害によって当事者に生じた不利な結果であ
るとした。そして法人も非財産的な利益の所持者となりうるのであり，そ
のことが精神的損害を受ける資格を特徴づけると述べる３６。
３５ Ph.Stoffel-Munck, op.cit., préjudice, pp.966―969.
３６ Rev.sociétés 2012.620, note Ph.Stoffel-Munck.
フランスにおける法人の精神的損害 87
４．終わりに
ヴェステル‐ウイスは法人理論の擬人化への傾向を指摘し３７，法人に精
神的損害を認めることは法人を生身の人間と同じように扱おうとしている
ことの表れ，としている。しかし法人の精神的損害を認める見解の多くは，
こうした擬人化の問題を特に取り上げることはなく，判例の傾向を肯定的
に捉えている。肯定説の理論的な説明として，コルニュは，法人の能力に
訴権の権能を認め，非財産的権利を有しうることの裏返しとして，そうし
た権利の侵害においては非財産的損害の賠償請求ができるとした。ストッ
フル‐ムンクは，「非財産的」という概念の分析から，法主体の「存在」
を脅かすことが非財産的損害を構成するとして，法人にも非財産的損害が
認められるとしている。
以上の議論においては，法人に精神的損害が認められるかという問題に
関連して，法人は自然人と同様の権利を享受しうるのか，という論点が併
存しているように思われる。そこで最後に，なぜフランスにおいて法人に
精神的損害が認められているのか，という点について，法人論と非財産的
権利のそれぞれ視点から考察を試みていきたい。
（１）法人論
フランスの法人理論において，当初，支配的であったのは擬制説であっ
た。この説によれば，法人は法的な擬制の一つに過ぎず，真の権利主体で
ある自然人と全く同じ実在的な権利主体とされないことになる。しかしそ
の後，法人の社会的役割を認め，法人の構成員である自然人とは区別され
３７ 法人理論の擬人化については，さらに V.Wester-Ouisse, Dérives anthropomor-
phiques de la personnalité morale : ascendances et influences, JCP G 2009,, 137. にお
いても論じている。
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た独立の法的人格として法人を扱い，その実在性を肯定する実在説が主流
となる。中でも，ミシュー（Michoud）らが提唱する技術的実在説が通説
化し，現在に至っている３８。この説は，法人を団体の一般的利益に対応す
る法的形式と解している。コルニュの説明によると，技術的実在説では，
法人の実在性を二つの要素の結合から生じると考える。一つは集団の利益
の保護である。法人はその構成員の個人的利益と区別された集団の利益の
保護を命じられている。法人格は，この集団の利益の保護，助成，活用を
するための技術の一つである。他方で，団体は，組織されたときにのみ，
社会生活上実在するものとなる。法人に十分な根拠を与えるのは，この基
盤組織の確立である。任意団体は，団体が中心となる利益を集団として表
明する能力を与えられることでのみ，法人格を取得する。この利益保護の
ための組織化が二つ目の要素である３９。
この技術的実在説に基づいて法人の非財産的権利を説明するならば，次
のようになる。技術的実在説では，権利を「利益を表明し，それを守る意
思に認められた力によって法的に保護される，人又は人の集団の利益」と
定義づける。そして，この法的に保護される利益の結集した主体が法人格
を成すことになるので，集団は，集団の構成員個人の利益と区別された集
団の利益を有することから，固有の法人格が必要となる。集団の利益を保
護するために法人格が集団に認められるのであるから，その集団は，財産
的と非財産的の区別なく，集団の利益を保護するのに必要なすべての権利
を所持しなければならない。ここに，擬制説との違いがあり，擬制説は，
３８ フランスの法人理論については，Jean Carbonnier, Droit civil Les personnes,
21e éd., 2000.（PUF社から２００４年に刊行された合本版 Droit civil 1 Introduction Les
personnes La famille, l’enfant, le couple.）. no376―380 : G.Cornu, op. cit., no89―91. 邦語
文献として，林良平・前田達明編『新版注釈民法（２）』（有斐閣，１９９１年（復刻版２０１０
年））４７―６０頁〔山口俊夫〕，大村敦志「ベルエポックの法人論争―憲法学と民法学
の対話のために―」樋口陽一先生古希『憲法論集』（創文社，２００４年）３５頁以下参照。
３９ G.Cornu, op.cit., p.206.
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原則として，法人に非財産的権利を認めないが，技術的実在説はこれを認
める。実際，技術的実在説の提唱者であるミシューは，非財産的権利の法
人への割り当てを広く認めているという４０。そして，ここにコルニュの説
明を付け加えると，法人も非財産的権利を有しうることから，その侵害に
よる精神的損害（非財産的損害）に対し法人は賠償請求できることになる。
これに対しヴェステル‐ウイスは，技術的実在説では説明できず，有機
的実在説からの説明のほうが妥当するとし，技術的実在説から有機的実在
説へと判例は変化してきていると指摘する。確かに，精神的損害を感情上
の損害と解するならば，法人を自然人に近づける擬人的な解釈の有機的実
在説の方が，法人理論との関係での説明としては優れているように思われ
る。しかしながら，管見の限りであるが，法人理論の支配的見解が有機的
実在説に移りつつあるという主張は，ヴェステル‐ウイス以外に見当たら
ない。このことは，法人理論とは別の観点からの説明がさらに必要とされ
ていることを示すものと言えよう。それゆえ，もう一つの観点である法人
の権利の側面からの検討を次に試みる。
（２）非財産的損害と非財産的権利
前述のように，コルニュやストッフル‐ムンクは，非財産的権利への侵
害と連動して非財産的損害を法人に認める議論を展開している。ヴィネー
の概説書も，法人に人格権が認められることに関連して，法人の精神的損
害について触れ，非財産的権利への侵害と対応するものとして精神的損害
に言及している。その他にも，２０１２年判決を評釈したドンドゥロ（Don-
dero）は，「法人の精神的損害は，法人の特性，法人のイメージ，法人の
文化，他の集団と区別されるものへの侵害がなされたときに，見出される
であろう」と述べ，同様の主張をしている４１。こうした見解の背景には，
４０ H.Martron, Les droits de la personnalité des personnes morales de droit privé, 2011.
no20―21.
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フランス不法行為法の成立要件が関係しているように思われる。つまり，
非財産的権利が法人にも帰属しうることを不法行為法の中で示すために，
法人に非財産的損害，さらには精神的損害を認めたのではないだろうか。
フランの不法行為法には権利侵害要件がないので，損害要件から「法人の
非財産的権利」の存在を示し，非財産的損害を認めることで非財産的な権
利の帰属を表そうとしたのではないか。
もちろん，財産的権利の侵害から非財産的損害が生じることはあり，そ
の逆も起こりうる。しかし，損害から権利の存在を推論していく手法を採
るならば，非財産的損害の承認によって非財産的権利，さらには人格権の
存在を認めていく思考形式もありうるであろう。実際，フランスの概説書
は，不法行為の成立要件の説明に際し，損害要件の箇所で非侵害利益の分
析に関する記述をしている４２。このように侵害と損害を表裏の関係と捉え
ているなら，法人の精神的損害は法人の非財産的権利への侵害と表裏関係
にあるとする見方も一考に値するであろう。
とはいえ，そもそもフランスの判例においても，法人に精神的損害を認
めることは確立しているが，その根拠については明らかにされておらず，
今後の判決に委ねられたままである４３。本稿で提示した私見も，さらなる
検討が必要であり，とりわけ，非財産的権利を法人に認めるためとするの
であれば，法人と人格権の関係について，より詳細な考察が必要であろう。
法人に人格権が認められる理由・根拠が，法人の精神的損害を正当化する
鍵になるかもしれない。しかしながら，この点については，別稿において
論じることとし，本稿では精神的損害に論点を絞り，法人に精神的損害を
４１ B.Dondero, op.cit., no11.
４２ 例えば，Jean Carbonnier, Droit civil Les obligattions, 1reéd., 1956.（PUF社から
２００４年に刊行された合本版 Droit civil 2 Les biens, Les obligations.） pp.2269―
2271. : François Terré, Droit civil Les obligations, 10e éd., 2009. no696―705. : Alain
Bénabent, Droit civil Les obligations, 12e éd., 2010. no676―680.
４３ D.2012.1403, obs.X.Delpech.
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認めたのは，フランス不法行為法の特殊性から生じる損害と侵害の一体性
が要因の一つであると考えられる，ということを指摘しておきたい。
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